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注1）　本様式全体が1ページに収まるよう作成してください。

注2）　自己評価による達成度（５～１）は非公表項目とし，組織目標評価結果を公表する際に消去します。

関連する
中期計画の番号 センター・機構等業務における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

⑤センター・機構等業務

①グローバル教育に関する教育推進機構内センターとして、運営委員会、学務委員会
等を円滑に開催する。

②各学部と連携の上、グローバル人材育成院をより安定的に運営する。

①関係規程の整備を行い、運営委員会、学務委員会等を円滑に開催した。

②グローバル人材育成院教員を部局の国際コーディネーターとして配置し、部局と連携し、国際プロ
グラムの実施等の支援を行った。

④管理運営領域 関連する
中期計画の番号 管理運営領域における目標の達成状況及び新たに生じた課題等

関連する
中期計画の番号 社会貢献（診療を含む）領域における目標の達成状況及び新たに生じた課題等

③社会貢献（診療を含む）領域

②研究領域 関連する
中期計画の番号 研究領域における目標の達成状況及び新たに生じた課題等

目 標 目標に対する達成状況（成果）及び新たに生じた課題等

関連する
中期計画の番号 教育領域における目標の達成状況及び新たに生じた課題等

①教育領域

組織目標評価報告書（令和７年度）

部局名： グローバル人材育成院 部局長名： 鈴木　孝義

⑤学生の海外派遣拡大のため、協定校や外部関係機関と連携して、多様な派遣プログ
ラムを提供する。広報面において、ホームページやSNS等を活用して、教職員・留学経
験学生一体となって取り組み、学生の海外派遣への関心を高める。

④学生の海外派遣拡大のため、グローバル人材育成特別コースについて、教育改革
Target 2025に合わせた新カリキュラムを実施するとともに、海外派遣と国際体験活動を
組み合わせた多様な派遣モデルを提供する

①米国務省重要言語奨学金(CLS)プログラムを対面で実施し、24名の学生が参加した。プログラム
では、日常的に国際共修を推進し、国際学生シェアハウスで日本人学生とCLS学生が共同生活を送
りながら活発に交流を行い、アメリカンカウンシル（AC）によるプログラムの全体評価は５段階中4.58
で過去最高の評価であり、教育や文化活動、生活面のいずれの評価も高かった。引き続き、日本唯
一の派遣先として来年度の実施に向けて、ACとの打合せなど諸準備を行っている。

④グローバル人材育成特別コースについて、教育改革Target 2025に対応した新カリキュラムを実施
するとともに、その運用状況についてグローバル人材育成院学務委員会において実施状況の点検
を行い、履修状況や教育内容の共有を通じて継続的な改善を図った。
　また、学生の海外派遣拡大に向け、海外留学や海外研修と国際体験活動を組み合わせた多様な
派遣モデルの提供を進めた。具体的には、交換留学や短期海外研修等の海外派遣に加え、国際協
働活動や国際会議等への参加機会を組み合わせることで、学生が段階的に国際経験を積むことの
できる教育プログラムの充実を図った。
さらに、グローバルリーダーに資する人材育成にも重点を置き、模擬国連、One Young World
（OYW）、AUN-SUNSIXERSなどの国際的な学生交流・協働プラットフォームを活用し、国際的課題に
対する理解の深化や発信力、リーダーシップの育成を推進した。
これらの取組により、海外派遣と国際体験活動を組み合わせた教育モデルの充実を図り、学生の海
外派遣への関心喚起および参加促進につなげた。

⑤グローバル人材育成院実施の海外研修や交換留学において、戦略的な交換留学海外協定校の
整備を進めた（2026年1月時点：計64大学。新規締結４件、更新6件、終結1件）。あわせて、危機管理
や奨学金案内等を含む派遣前後のフォローアップ体制の充実を図るとともに、ホームページやSNS
等を積極的に活用した広報活動の強化に取り組んだ。
その結果、EPOKによる派遣者数は、派遣国の多様化も背景として、前年度27名から33名へ増加し
た。また、グローバル人材育成院が全学生を対象に実施する海外協定校等での夏季・春季短期プロ
グラムについて、多文化共修海外派遣プログラムとして内容の充実を図り、プログラム数は前年度
の6件から11件へ、派遣国数は6ヶ国から8ヶ国へ拡大した。これに伴い、短期派遣学生数も149名か
ら160名へ増加した。また、学生の多様なニーズに対応するため、学外関係機関と連携し、海外協定
校や協力機関による派遣プログラムや留学関連イベントの広報を行った。その結果、2026年1月末
の時点で計126名の学生派遣を実現した。
加えて、新たな教育的取組として、ベトナムおよびウズベキスタンの大学とのCOIL型教育プログラム
の開発を進めた。また、教職員・学生協働型の新たなイベントとして「学部別留学カフェ」および留学
促進イベント「Okadai Global Fair」を開催した。
令和11年度の海外留学派遣目標（1,437名）の達成に向け、グローバル人材育成院は着実に基盤整
備を進めている。全学的な留学派遣プログラム実施体制体制の強化を図るため、部局ごとの数値目
標を新たに設定し各部局に提示することで、大学全体としての共通目標の共有と機運の醸成を図っ
た。

（1-2）

（7-1）

（7-1）

③優秀な留学生の獲得のため、JV-Campusを活用したオンライン授業履修を主とした
留学生の受入及び有料の短期受入プログラムによる留学生の受入を実施する。

（7-1）

②優秀な留学生の獲得のため、大学院予備教育特別コースを安定的に運用するととも
に、教育の全学展開など今後の在り方を検討する。

（7-1） ②大学院予備教育特別コース（プレマスター）について、4月に7名、10月に4名が入学、通年で19名
が在籍し、大学院での研究で必要となる学術日本語能力の指導および大学院進学に向けた支援を
行った。
　また、令和8年度以降各研究科の研究生として受け入れることとなるため、関係研究科長と研究科
での受入や日本語教育の全学展開等について打合せを行うと共に、学年進行が終了する令和8 年
度末までの支援体制（予算の確保を含めた教育・学生支援）の整備を図った。

①SDGs教育研究の高度化のため、米国務省重要言語奨学金（CLS）プログラムの準備
を整え、着実に実施する。

③前年度採択された文部科学省「大学の世界展開力強化事業」により作成した「生殖環境科学入
門」3科目、「芸術と近現代社会の関わり 〜 岡山・瀬戸内(備讃)の事例での対話と探求」4科目をJV-
Campusに掲載した。JV-Campusを活用したオンラインコースの学生募集を行い、「芸術と近現代社
会の関わり 〜 岡山・瀬戸内(備讃)の事例での対話と探求」4科目で81人の受講者を受け入れた。こ
れらの新たな事業展開を通じて、本学の教育魅力を広く発信し、世界各国から優秀な留学生を継続
的に受け入れる好循環の形成を図った。大学の国際化促進フォーラムが主催する総会や特別シン
ポジウム、研修企画を積極的に参加し、大学の国際化に関わる取組の実施・共有・展開に活用し
た。
　また、有料の短期受入プログラムにより、タイ・カセサート大学から7名の留学生を受け入れた。国
際共修プログラムとして、国際的な視野を広げるとともに、異文化に触れながら学びを深め、グロー
バル社会で活躍するための力を養うことを目的に、さまざまな学習活動に取り組んだ。協定校向け
のニーズ調査を実施し、次年度以降のさらなる開発・実施に向けた検討を行うとともに、2026年度夏
には短期有料プログラムの実施を予定している。将来的には部局においても本スキームを活用した
短期プログラムを展開できるよう、モデルケースとなるプログラムの開発を目指す。また、本協定校
向け有料短期受入プログラムについては、国際会議や協定校向けウェビナー等でも広報を行い、岡
山大学への留学の魅力的なプログラムとして積極的に発信している。これらの取組により、EPOK（交
換留学）プログラムへの関心の向上にもつながり、交換留学生数の増加にも寄与している。


